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Ⅰ．研究背景 

 

日本と韓国では、障害者雇用促進法(日本では「障害者の雇用の促進等に関する法律」、韓

国では「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション法」)に基づいて、障害者割当雇用制度

を実施しており、公的機関(国及び都道府県、市町村機関含む)と企業に対して障害者雇用を

義務付けている。 

しかし、障害者割当雇用制度により障害者雇用を強制しているものの、日韓とも企業にお

ける障害者雇用率が低くなっているところに注目すべきである。日本と韓国では、従業員 50

人以上のすべての民間企業に対して障害者雇用を義務付けているが、厚生労働省『平成 26

年障害者雇用集計結果』からみると、公的機関の障害者実雇用率は 2.44%、企業の障害者雇

用率は 1.82%となっている。また、韓国障害者雇用公団・雇用労働部『障害者統計 2014』

によれば、公的機関の障害者雇用率は、2.82%を示しているものの、企業の障害者雇用率は

1.97%となっており、日韓ともに比較的に企業の障害者雇用率が低くなっていることが分か

る。すなわち、日韓ともに企業における障害者雇用が問題となっており、企業に対する障害

者雇用対策が必要であるといえる。 

前述したような民間企業における障害者雇用問題を解消するために、幅広い研究分野にお

いて調査研究が行われている。そのなかで、近年では、企業経営の観点から障害者雇用によ

る様々な効果及び成果に焦点を当てた調査研究が進んでいる。独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構(2013)の研究報告書によれば、企業の障害者雇用を促進するためには、障

害者雇用が生み出す利益及び効果、成果を強調する必要があると示した。また、Park(2013)
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は、2013 年韓国障害者雇用政策討論会にて障害者雇用の質的・量的向上を図るためには、

BSC(Balanced Scorecard, バランスト・スコアカード)の観点に基づいて、障害者雇用によ

る成果を評価管理していく必要があるとし、障害者雇用の成果を明確にする必要があると述

べた。さらに、Shim(2008)は、CSR(Corporate Social Responsibility, 企業の社会的責任)

経営の観点からみると、障害者雇用は企業価値向上につながる効果のある経営活動の一つで

あると述べ、CSR 経営としての障害者雇用効果を強調した。 

しかし、障害者雇用による効果及び成果を強調する調査研究は進んでいるものの、それら

を総合的かつ定量的に評価する尺度や指標に関する研究はほとんど見当たらない。さらに、

障害者雇用企業の経営を考慮した成果評価ツールは開発されていないのが現状である。 

そこで、本研究では、企業における障害者雇用促進のために、障害者雇用企業の経営を考

慮した障害者雇用成果評価ツール(試案)の開発に至った。また、障害者雇用による成果の場

合、定量的には評価できない部分(一定の指標での定量的な測定が困難な成果等)が多く含ま

れるため、定量的評価と定性的評価の双方を行うための評価ツール開発に至った。これは、

日本と韓国において初めての試みであろう。 

尺度開発について、清水（2005）は、尺度は、そのおかれた教育風土や社会の中で実施さ

れるものであり、テストが与えるそれらの影響を考慮することが重要であると述べた。さら

に、理論面および実践面での情報ネットワークをはりめぐらして、得られた情報のフィード

バックを行いながら、テスト開発に関わっていくことが求められるとも述べている。前述し

たように、障害者雇用企業の成果評価ツール(試案)の開発は、日本と韓国において初めての

試みであることからも、日本と韓国における障害者雇用関連研究者及び企業の障害者雇用担

当者の協議を重ねることで、理論的かつ科学的に検証することが求められる。 

 

Ⅱ．研究目的 

 

 本研究は、企業における障害者雇用促進のために、障害者雇用による成果評価ツール(試案)

を開発することを第 1 の目的とする。ただし、障害者雇用による成果の場合、定量的には評

価できない部分が多く含まれるため、定量的評価と定性的評価の双方を行う必要があるとい

える。 

 そのため、障害者雇用による成果の定性的評価ツールとしては、CSR の観点に基づいた社

会貢献成果評価尺度(試案)を開発する。同時に、定量的評価ツールとしては、BSC 理論に基

づいた経営成果評価指標(試案)を開発する。 

そのうえで、今回開発された尺度(試案)と指標(試案)を一般化させるための今後の研究課題

について提案することを第 2 の目的とする。 
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Ⅲ．研究方法 

 

1. 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度 (Social Contribution Outcome Evaluation T

ool for Companies Employing persons with Disabilities:SCOET)（試案）の開発 

 最初に、日本と韓国の障害者雇用企業の事例を分析すると共に、障害者雇用専門家1)の意見

を反映させながら、障害者雇用による 2 次的な社会貢献効果及び成果を分析し、障害者雇用

企業の社会貢献成果を評価するための項目を導出した。 

また、導出した評価項目と、CSR 活動を評価する際に用いられる国際的な基準や指標、ガ

イドラインとの関連性を分析し、障害者雇用企業の社会貢献成果評価の領域と項目を構成し

た。最後には、点数付けによる尺度（試案）を完成した。障害者雇用企業の社会貢献成果評

価尺度(SCOET)（試案）開発の流れを<図 1>に示す。 

 

 

図 1 社会貢献成果評価尺度（試案）開発の流れ 

 

2. 障害者雇用企業の経営成果評価指標(Management Performance Evaluation Index  

for Companies Employing Persons with disabilities:MOI)（試案）の開発 

 最初に、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を調査すると共に、障害者雇用専門家

の意見を反映させながら、障害者雇用による経営的な成果を導出した。 

事例調査の結果から導出された経営的な成果の項目は、BSC 理論に基づいて「財務の視点」、

「顧客の視点」、「内部プロセスの視点」、「学習と成長の視点」の 4 つの視点に区分し、経営

成果評価指標の試案を完成した。障害者雇用企業の経営成果評価指標(MOI)（試案）開発の

流れを<図 2>のように示した。 

 

 

図 2 障害者雇用企業の経営成果評価指標(MOI)（試案）開発の流れ 

                                                   
1) 障害者雇用専門家とは、障害者雇用について研究する者、障害者雇用に関連した職業の経歴がある者

を意味し、今回の障害者雇用専門家は、障害者雇用に関連する業務経歴のある専門家 6 名（日本 3 名、

韓国 3 名）の意見を収集した。 
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Ⅳ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度 

(Social Contribution Outcome Evaluation Tool for Companies 

Employing persons with Disabilities:SCOET)（試案）の開発 

 

1. 障害者雇用企業の事例調査結果―CSR の観点から障害者雇用による社会貢献成果分析― 

日本における障害者雇用企業の事例を分析するために、独立行政法人高齢・障害・求職者

雇用支援機構の障害者雇用事例リファレンスサービスホームページで紹介されている障害者

雇用企業の事例を分析した。また、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構(2007)の

『事業主、家族等との連携による職業リハビリテーション技法に関する総合的研究』や独立

行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構(2013)の『中小企業における障害者雇用促進の方

策に関する研究』の報告書で紹介されている障害者雇用企業の事例を分析した。これらの 2

つの報告書は、障害者雇用に関して企業を対象にヒアリング調査を行った結果を公表してい

る代表的な文献資料である。日本の障害者雇用企業の事例を分析した結果は<表 1>に示す。 

 

表 1 日本の障害者雇用企業における効果(社会的貢献に関する効果のみ) 

障害者雇用による肯定的な効果 障害者雇用企業 

①法定雇用率の達成 

・株式会社ユニクロ 

・株式会社東急リパブル 

・株式会社木村コーポレイション 

・日本通運株式会社 

②多様な人材育成と活用 

・株式会社ユニクロ 

・株式会社東急リパブル 

・株式会社アイライン 

・日本通運株式会社 

・東京エレクトロン AT

株式会社 

・株式会社サニーマート 

・株式会社マルアイ 

・株式会社桔梗屋 

③障害者雇用の維持と定着 

・株式会社ユニクロ 

・株式会社東急リパブル 

・株式会社リベルタス興産 

・株式会社キョーエイ 

・東京エレクトロン AT

株式会社 

・株式会社サニーマート 

・株式会社マルアイ 

④障害(者)に対する認識改善 

・株式会社東急リパブル 

・株式会社エルアンドエー 

・株式会社テレコメディア

徳島コールセンター 

・株式会社マルアイ 

・株式会社キョーエイ 

・東京エレクトロン AT

株式会社 

・株式会社サニーマート 

・株式会社リベルタス 

興産 

⑤地域住民との交流進化 

及び地域機関との連携活性化 

・株式会社リベルタス興産 

・株式会社キョーエイ 
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次に、韓国における障害者雇用企業の事例を分析するために、韓国障害者雇用公団(2003)

『障害者とともに歩む企業(장애인과 함께하는 기업)』や韓国障害者雇用公団(2007)『True 

Company 受賞障害者雇用事例集(True Company 상 수상기업 장애인고용 사례집)』、韓国雇

用労働部による報道資料で紹介されている障害者雇用企業の事例を分析した<表 2>。 

以上、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分析した結果、両国とも障害者を雇用

することによって法定雇用率の達成や人権保護の実践などの一般的な効果の他に、多様な人

材育成と活用、障害(者)に対する認識改善、地域機関とのネットワーク構築などの社会的貢

献の効果が得られることを分かった。 

 

表 2 韓国の障害者雇用企業における効果(社会的貢献に関する効果のみ) 

障害者雇用による肯定的な効果 障害者雇用企業 

①人権に関する経営倫理の実践 

・(株)Humansia 

・(株)SEWON 

・(株)Canon Korea Business Solutions 

・(株)Greentel 

・株式会社ロッテ shopping 

②法定雇用率の達成 

・株式会社ロッテ shopping 

・(株)Humansia 

・(株)CIC KOREA 

③多様な人材育成と活用 

・株式会社大韓航空 

・(株)Greentel 

・(株)Humansia 

・(株)KORAIL NETWORKS 

・(株)YG-1 

・(株)HWAJIN タクシー 

④障害者雇用の維持と定着 

・株式会社大韓航空 

・株式会社ロッテ 

shopping 

・(株)Greentel 

・(株)Humansia 

・(株)HWAJIN タクシー 

⑤障害(者)に対する認識改善 

・株式会社ロッテ shopping 

・(株)Greentel 

・(株)CIC KOREA 

・(株)KORAIL NETWORKS 

⑥地域機関との連携の活性化 
・(株)CIC KOREA 

・(株)KORAIL NETWORKS 

 

2. SCOET(試案)項目と ISO26000、Global Compact 10、GRI(Global Reporting Initiative) 

G4 との関連性 

SCOET（試案）の「人権保障・差別解消」、「地域資源の開発」、「コンプライアンス

(Compliance)」の 3 領域 13 項目と、CSR の関連性について分析した。CSR との関連性を分

析するためには、CSR ガイドラインとして国際的に用いられている ISO26000 と Global 

Compact 10、そして GRI(Global Reporting Initiative) G4 を用いた。その結果を<表 3>に

示した。 
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表 3 SCOET（試案）項目と CSR に関する国際的指標及びガイドラインとの関連性 

領

域 
SCOETの各項目 ISO26000 

Global 

Compact 
GRI G4 

人 

権 

保 

障 

・ 

差 

別 

解 

消 

Ｑ１    障害者雇用企業は、人権保護に関する方

針・計画・取組みを図っているか。 
Ⅰ.人権 人権 人権 

Ｑ２    障害者雇用企業は、障害理解教育を図っ

ているか。 
Ⅰ.人権 労働 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

人権 

Ｑ３    障害者雇用企業は、障害者の勤務条件 

（人的配慮）の配慮を図っているか。 

Ⅰ.人権 

Ⅱ.労働慣行 
労働 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

人権 

Ｑ４    障害者雇用企業は、障害者に対する人

事・労務的な公平性を図っているか。 

Ⅰ.人権 

Ⅱ.労働慣行 
労働 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

人権 

地 

域 

資 

源 

の 

開 

発 

Ｑ５    障害者雇用企業は、地域関係機関との連

携を図っているか。 

Ⅶ．コミュニティへ

の参画、発展 

透明性と 

腐敗防止 
社会 

Ｑ６    障害者雇用企業は、障害者の能力開発を 

図っているか。 

Ⅶ．コミュニティへ

の参画、発展 

透明性と 

腐敗防止 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

社会 

Ｑ７   障害者雇用企業は、障害者雇用に関する 

ノウハウや情報の提供を図っているか。 

Ⅶ．コミュニティへ

の参画、発展 

透明性と 

腐敗防止 
社会 

Ｑ８    障害者雇用企業は、ボランティア活動 

機会の提供を図っているか。 

Ⅶ．コミュニティへ

の参画、発展 

透明性と 

腐敗防止 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

社会 

コ 

ン 

プ 

ラ 

イ 

ア 

ン 

ス 

Ｑ９    障害者雇用企業は、障害者雇用率向上を 

図っているか。 
Ⅰ.組織統治 

透明性と 

腐敗防止 
社会 

Ｑ１０  障害者雇用企業は、バリアフリー化 

（物的配慮）を図っているか。 
Ⅱ.人権 労働 

労働慣行とディー

セント・ワーク 

社会 

Ｑ１１  障害者雇用企業は、ステークホルダーへ

の信頼性を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 

透明性と 

腐敗防止 

社会 

製品責任 

Ｑ１２  障害者雇用企業は、ダイバーシティー社

会構築を図っているか。 

Ⅰ.組織統治 

Ⅱ.人権 

人権 

透明性と 

腐敗防止 

人権 

社会 

Ｑ１３  障害者雇用企業は、障害者を雇用する企

業風土の促進を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 

透明性と 

腐敗防止 
社会 
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3. SCOET（試案）の概念 

上述したように、日本と韓国における障害者雇用企業の事例調査結果からみると、両国と

も障害者雇用によって法定雇用率の達成や人権保護の実践などの一般的な効果の他に、多様

な人材育成と活用、障害(者)に対する認識改善、地域機関とのネットワーク構築などの様々

な波及効果が現れることが分かった。しかし、これらの成果は、事例として紹介されている

レベルに留まっており、総合的に評価できるツールはいまだ開発されていない。 

そこで、SCOET(試案)は、以上のように定量的には評価できない障害者雇用による社会貢

献成果を、CSRの観点に基づいて定性的に評価する新しいツールであり、評価主体は、障害

者雇用専門家である。障害者雇用専門家により「人権保障・差別解消」、「地域資源の開発」、

「コンプライアンス(Compliance)」について評価してもらう尺度として構成されている。 

SCOET（試案）の領域と項目については、障害者雇用専門家の意見を反映しながら、日本

と韓国における障害者雇用企業の事例を分析すると共に、世界的に適用されているCSR指針

及び基準を示しているISO26000とGlobal Compact 10、GRI(Global Reporting Initiative) 

G4の内容を用いて関連性を明確にした上で構成した。SCOET（試案）の構成は、図3に示す。 

 

 

図 3 SCOET（試案）の構成図 

 

4. SCOET（試案）の開発 

 障害者雇用専門家の意見を反映しながら、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分

析し、CSR との関連性を分析した上で、障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する SCOET

（試案）を開発した<表 4>。 
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図 4 SCOET（試案）開発 
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Ⅴ．障害者雇用企業の経営成果評価指標 

(Management Performance Evaluation Index for Companies Employing 

Persons with disabilities:MOI)（試案）の開発 

 

1. 障害者雇用企業の事例調査結果―BSC 理論に基づいた障害者雇用による経営成果分析― 

 BSC理論とは、1992年のRobert S. Kaplan and David P. Nortonが発表したものを嚆矢と

する経営マネジメント・ツールである。日本では、1990年代の後半から管理会計研究者によ

ってBSC理論が紹介され、2000年以降に多面的な業績評価指標としてあるいは経営マネジメ

ント手法として企業がBSCを取り入れ始めた(羽田, 2010)。その後からBSCの普及が着実に進

みつつある（乙政・梶原, 2009）。 

BSCは利潤最大化を目的としており、各事業の成果は、財務成果のみならず、顧客、内部

プロセス、成長と学習の4つの視点から評価管理することによって、最大の利潤を生みだすこ

とができるという理論である。BSC理論の「財務」、「顧客」、「内部プロセス」、「学習

と成長」の4つの視点における関係について<図5>に示した。 

 

 

出典：Kaplan and Norton（2004）を基に、筆者作成  

図5 BSC戦略マップ 

 

以上のような BSC 理論に基づいて、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害

者雇用事例リファレンスサービスホームページで紹介されている障害者雇用企業の事例を分

析した。また、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の『障害者雇用職場改善に関

する好事例集』で紹介されている障害者雇用企業の事例を分析した。日本の障害者雇用企業

の事例を分析した結果、障害者雇用により、<表 4>のような経営的効果があることが分かっ

た。 
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表 4 日本の障害者雇用企業における経営的成果 

障害者雇用による経営的効果 障害者雇用企業 

財

務

的

な

成

果 

①財務的な利益 

（経営上のコスト削減、 

補助金受給による財務的な利益） 

・日本イーライリリー株式会社 

・大東コーポレートサービス株式会社 

・トランスコスモス株式会社 

・リゾートトラスト株式会社 

②生産性の向上 

・株式会社アイライン 

・株式会社桔梗屋 

・株式会社ジオテックホールディングス 

・株式会社アイエスエフネットハーモニー 

・株式会社マルイキットセンター 

非

財

務

的

な

成

果 

③企業イメージ改善 

・東京エレクトロン AT 株式会社 

・株式会社サニーマート 

・株式会社マルアイ 

・株式会社桔梗屋 

④職場の衛生安全管理の改善 

（安全重視、健康管理の向上など） 

・株式会社アイライン 

・株式会社テレコメディア徳島コールセンター 

・株式会社マルアイ 

・株式会社桔梗屋 

⑤社員のモチベーション向上 

（健常者のモラル向上など） 

・株式会社ユニクロ 

・株式会社リベルタス興産 

・株式会社マルアイ 

・株式会社ティージー 

⑥組織安定性の向上 

（離職及び社員の満足度） 

・株式会社ユニクロ 

・株式会社木村コーポレイション 

・株式会社マルアイ 

 

次に、韓国における障害者雇用企業の事例を分析するためには、韓国障害者雇用公団(2003)

『障害者とともに歩む企業(장애인과 함께하는 기업)』や韓国障害者雇用公団(2007)『True 

Company 受賞障害者雇用事例集(True Company 상 수상기업 장애인고용 사례집)』、韓国雇

用労働部による報道資料で紹介されている障害者雇用企業の事例を分析した。韓国の障害者

雇用企業の事例を分析した結果、障害者雇用により、<表 5>のような経営的効果があること

が分かった。 
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表 5 韓国の障害者雇用企業における経営的成果 

障害者雇用による経営的効果 障害者雇用企業 

財

務

的

な

成

果 

①財務的な利益 

（経営上のコスト削減、 

補助金受給による財務的な利益） 

・(株)Sewon 

・(株)MOTONIX 

・(株)KYUNG-JIN  

・(株)NEXSON タイヤ 

②生産性の向上 

・(株)Sewon 

・株式会社大韓航空 

・株式会社ロッテ shopping 

・(株)Greentel 

・(株)Humansia 

・(株)JINHO 

・(株)MOTONIX 

・(株)KYUNG-JIN  

・(株)NEXSON タイヤ 

非

財

務

的

な

成

果 

③企業イメージ改善 

・(株)Humansia 

・(株)SEWON 

・(株)Canon Korea Business Solutions 

④職場の衛生安全管理の改善 

（安全重視、健康管理の向上など） 

・株式会社ロッテ shopping 

・(株)Greentel 

・(株)JINHO 

・(株)HWAJIN タクシー 

⑤社員のモチベーション向上 

（健常者のモラル向上など） 

・株式会社ロッテ shopping 

・(株)Greentel 

・(株)CIC KOREA 

⑥組織安定性の向上 

（離職の減少及び社員の満足度） 

・(株)YG-1 

・(株)NEXSON タイヤ 

 

以上、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分析した結果、両国とも障害者雇用に

よって財務的な利益の向上や生産性の向上、組織安定性の向上といった様々な経営的成果が

得られることが明らかに分かった。 

 

2. MOI（試案）の概念 

上述してきたように、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分析した結果、両国と

も障害者雇用によって財務的な利益の向上や生産性の向上、組織安定性の向上といった様々

な経営的成果が得られることが明らかに分かった。 

しかしながら、これらの財務的な経営成果と非財務的な経営成果を総合的かつ定量的に評

価できるツールがないのが現状である。そこで、本研究により、障害者雇用企業の経営成果

評価指標(MOI)(試案)を開発することは、障害者雇用による経営的成果を定量的に評価・管

理・改善していくために重要な意義を持っていると考えられる。 
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今回開発された MOI（試案）は、日本と韓国の障害者雇用企業における事例を分析し、障

害者雇用による様々な経営的成果を導出したうえ、BSC の 4 つの視点を基に、障害者雇用企

業の経営成果を評価するための指標を示している<図 6>。 

 

 

図 6 MOI(試案)の構成図 

 

 MOI(試案)の評価主体は、障害者雇用企業であり、BSC の 4 つの視点を基に、障害者雇用

による経営成果を定量的に評価することによって、効率的かつ効果的に障害者雇用を管理す

ることができるといえる。 

 

3. MOI（試案）の開発 

 障害者雇用専門家の意見を反映しながら、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分

析し経営的な成果を導出し、BSC の 4 つの視点に沿って、障害者雇用企業の経営成果を評価

する MOI（試案）を開発した<図 7>。 
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図 7 MOI(試案)の開発 

 

Ⅵ．今後の研究課題  

 

本研究は、企業における障害者雇用促進のために、CSR の観点に基づいて SCOET((試案)

を開発するとともに、BSC の観点に基づいて、MOI(試案)を開発することを第 1 の目的とし

た。 

上述したように、現在、日本と韓国では企業における障害者雇用問題に関わっており、企業

に対する障害者雇用を解消するために、幅広い研究分野において調査研究が行われている。

そのなかで、近年には、企業経営の観点から、障害者雇用による様々な効果及び成果に焦点

を当てた調査研究が進んでいる。 

しかし、障害者雇用による効果及び成果を明示するための調査研究は進んでいるものの、
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障害者雇用による成果を総合的かつ定量的に評価する尺度や指標に関する研究はほとんど見

当たらない。さらに、障害者雇用企業の経営を考慮した成果評価ツールは開発されていない

のが現状である。 

そこで、今回の研究においてCSRの観点に基づいた障害者雇用の社会貢献的な効果を総合

的に評価するためのSCOET(試案)と、BSCの観点に基づいた障害者雇用の経営的な成果を測

るMOI(試案)の開発に至った。SCOET(試案)とMOI(試案)は、今までなかった新しい評価ツ

ールであり、障害者雇用による成果を定性的・定量的に評価するように開発された。そのた

め、企業の経営を考慮した上での障害者雇用促進のために非常に重要な意義を持っていると

いえる。 

SCOET(試案)を開発するためには、日韓における障害者雇用企業の事例を調査し、障害者

雇用による 2 次的な社会貢献成果について分析した。その結果、両国とも障害者雇用によっ

て法定雇用率の達成、人権保護の実践、多様な人材育成と活用、障害(者)に対する認識改善、

地域機関とのネットワーク構築などの様々な波及効果が現れることが分かった。 

事例分析から明らかになった様々な社会貢献成果を評価する尺度項目は、障害者雇用専門

家を意見を反映しながら、「人権保障・差別解消」、「地域資源の開発」、「コンプライアンス

(Compliance)」の 3 領域 13 項目に構成した。各項目については、世界的に適用されている

ISO26000とGlobal Compact 10、GRI(Global Reporting Initiative) G4の内容を用いてCSR

との関連性を明確にした。これを基に障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する尺度である

SCOET(試案)を完成させた。 

次に、MOI(試案)を開発するために、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を基に、

経営的な成果を分析した。その結果、両国とも障害者雇用の経営成果として財務的な利益の

向上や生産性の向上、組織安定性の向上といった様々な成果が現れることが分かった。 

事例分析から明らかに分かった様々な経営的成果は、障害者雇用専門家の意見を反映しな

がら、BSC の視点に沿って評価できるように、「財務的視点」、「顧客視点」、「内部プロ

セス視点」、「学習と成長視点」に区分しており、各視点から、障害者雇用目標を設定し、

目標達成度を基づいて障害者雇用企業の経営成果を評価することができるように構成した。 

しかしながら、上述したように、SCOET(試案)と MOI(試案)の開発は、今までなかった新

しい評価尺度と指標であることから、今回開発された SCOET(試案)と MOI(試案)を一般化す

るためには、内容的妥当性と信頼性の検証が最も重要である考えられる。そこで、今後、

SCOET(試案)と MOI(試案)を完成させ、一般化するための研究課題を以下のように示した。 

第 1 に、SCOET(試案)に対した内容的妥当性の検証が必要である。具体的に、CSR の観点

から SCOET(試案)の構造や各項目についての内容、言葉の表記が妥当であるかを検討するた

めに、3 領域の設定に関する妥当性検証、13 項目の各項目に関する妥当性を検証する必要が

あると考えられる。また、日本と韓国で適用可能な SCOET を開発するためには、両国の障

害者雇用専門家を対象とすることが必要である。 

第 2 に、MOI(試案)に対した内容的妥当性の検証が必要である。具体的に、BSC の概念に

基づいて MOI(試案)の各視点における評価指標の内容、言葉の表記が妥当であるかを検討す

る必要があると考えられる。また、SCOET と同様に、日本と韓国で適用可能な MOI を開発

するためには、両国の障害者雇用専門家を対象として内容的妥当性を検証することが必要で

ある。 

第 3 に、内容的妥当性を検証して修正された SCOET(試案)と MOI(試案)に対し、信頼性を
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検証する必要がある。SCOET と MOI の開発は、初めての試みであるため、より多くの障害

者雇用担当者及び専門家に対して信頼性を検証してもらうことが非常に重要な課題であると

いえる。SCOET(試案)と MOI(試案)の信頼性は、日本と韓国の障害者雇用担当者及び専門家

を対象として信頼性検証型質問紙調査を行い、Cronbach’s α 係数を求め、統計的に検証する

ことが可能である。 

最後に、SCOET と MOI を日本と韓国の企業における障害者雇用促進のためのツールとし

て活用していくためには、完成版 SCOET と MOI を用いて障害者雇用企業の社会貢献成果

と経営成果を評価し、今後企業における障害者雇用促進のための課題を明らかにする必要が

あると考えられる。 
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ABSTRACT 

This study aimed to develop the tool to evaluate the social contribution outcome of 

employment persons with disablilites, called as the Social Contribution Outcome 

Evaluation Tool of employment persons with disablilites(hereafter, the SCOET). And 

simultaneously, develop the index to evaluate the management outcome of employment 

persons with disablilites, called as the Management Outcome Evaluation Indx of 

employment persons with disablilites(hereafter, the MOI). 

SCOET(draft) is a new measure to evaluate the Social Contribution Outcome by 

employment of persons with disabilities based on the point of view of CSR. SCOET is 

formed into three regions like 「Protection of human rights & Discrimination」 , 

「Development of local resources」, 「Compliance」 and items 13. And, MOI(draft) is a 

new index for evaluating the Management Outcome by employment of persons with 

disabilities based on the BSC. MOI (draft) is configured to evaluate the outcome of 

empoyment persons with disabilities of four perspective. 

However, this is the first try to develop the tool and index to evaluate the employment 

persons with disabilities outcome of in Japan and Korea, so, we should be get the validity 

more than people who employment of persons with disabilities expert. 

＜Key-words＞ 

CSR, BSC, evaluation outcome, social contribution, management outcome 

*corresponding author: hancw917@gmail.com(Changwan HAN)

Asian J Human Services, 2015, 8:90-106. © 2015 Asian Society of Human Services 

Received 

January 27,2015 

Accepted 

March 10,2015 

Published 

April 30,2015 

106



 

 

Asian Journal of Human Services 

VOL.8  April 2015 
 

CONTENTS 
 

ORIGINAL  ARTICLES 

Who Intends to Leave Residential Institutions for Persons with Disabilities in Korea?……….………..…….……Sunwoo LEE    1 

Measuring Inhibitory Control without Requiring Reading Skill……………………….…..........……Hideyuki OKUZUMI, et al.  13 

The Current Condition and Underlying Problems of Social Service in Korea....…………………….…….…Taekyun YOO, et al.  20 

Impact of Movement Cost on Income and Expenditure Ratio in  

Home-Visit Long-Term Care Service Businesses in Japan………………...…………..…….…………..….. Hitoshi SASAKI, et al.  34 

Study of Treatments and their Effects on Behaviour Improvement of  

Children with Problem Behaviour such as ADHD……...……………………………………………………...…...…Eonji KIM, et al.   51 

The Development of Inclusive Education Assessment Indicator(IEAI) and  

the Analysis of Laws and Institutional Policies in Japan……………………………..…..……..……..……Changwan HAN, et al.   66 

The Effects of a Self-management Support Program for Lifestyle-related Diseases on  

Communication Skills of Nursing Students……………….............................................................………. Kyoko TAGAMI, et al.   81 

The Development Draft of the Outcome Evaluation Tool for Companies  

Employing Persons with Disabilities in Japan and Korea 

: The Development Draft Evaluation Tool to the Social Conribution  

Outcome and Evaluation Index to the Management Outcome………………….…..……….......….……..…Moonjung KIM, et al.   90 

A Study on the Development of Employment System Assessment Indicator &  

Tool for Persons with Disabilities from the Perspective of QOL……………………………….…….…..…………..Haejin KWON   107 

 

REVIEW  ARTICLES 

The Definitions of Multimorbidity and Multiple  

Disabilities(MMD) and the Rehabilitation for MMD..……………………………………………………….. Masahiro KOHZUKI  120 

The Effects of Exercise, Cognitive Intervention and Combined Exercise and  

Cognitive Intervention in Alder Adults with Cognitive Impairment and Alzheimer’s Disease 

: a literature review…………………………………..……………………………………..…………….………...….. Minji KIM, et al.   131 

 

SHORT  PAPERS  

A Study of “Cultural Competence” in Taiwanese Social Work Research 

: Using Quantitative Content Analysis…………..…..…………………………………………………....................……Liting CHEN  152 

The Current Situation and Limitation of Learning Support for Students with Disabilities in Japan 

: Support for Students with Visual, Auditory, and Physical Disabilities…………………………………..……Kohei MORI, et al.  162 

Examination of the Issues with and the Support System of  

Volunteer Activity for Elderly People with Dementia………………………………………....…..……...……Misako NOTO, et al.  177 

A Study on the Use of ICT Education Indicators (Draft) Development in  

Special Needs Education 

: Focus on Japan and South Korea………..…..………………………………………………………………………..……Sunhee LEE  189 

 

 

Published by 

Asian Society of Human Services 

Okinawa,Japan 


	表紙_AJHS vol.8④
	8.Moonjung KIM_AJHS vol.8④-8
	裏表紙_AJHS vol.8④-2



